
 

 

平成１９年度決算に基づく 

 

財政健全化判断比率及び資金不足比率の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

益 子 町 



目       次 

 

１ 平成１９年度決算に基づく健全化判断比率             １ 

（１） 総括表                                  １ 

（２） 実質赤字比率                                       ３ 

（３） 連結実質赤字比率                           ４ 

（４） 実質公債費比率                             ５ 

（５） 将来負担比率                              ６ 

 

２ 平成１９年度決算に基づく資金不足比率                ８  

（１） 総括表                                   ８ 

（２） 法非適用企業                               ９ 



１ 平成１９年度決算に基づく健全化判断比率 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定によ

り、健全化判断比率を次のとおり報告します。 

 

（１） 総括表 

（単位：％） 

区  分 
実質赤字 

比 率 

連結実質赤字

比 率 

実質公債費 

比 率 

将来負担 

比 率 

平成１９年度決算

健全化判断比率
― ― １５．５ １１９．０ 

早期健全化基準 １５．００ ２０．００ ２５．０ ３５０．０ 

財政再生基準 ２０．００ ４０．００ ３５．０  

 注 実質赤字額または連結実質赤字額がない場合は、「－」で表示しています。 

 

○ 用語の解説 

・ 実 質 赤 字 比 率…一般会計の実質赤字の比率を示します。町税、地方交            

付税等の一般財源をその支出の主な財源としている一

般会計について、歳出に対する歳入の不足額（赤字

額）を町の一般財源の標準的な規模を表す標準財政規

模の額で除したものです。 

・ 連結実質赤字比率…すべての会計を合わせた時の実質赤字の比率を示しま

す。町のすべての会計の赤字額と黒字額を合計して、

町全体としての歳出に対する歳入の不足額（赤字額）を

町の一般財源の標準的な規模を表す標準財政規模の

額で除したものです。 

・ 実 質 公 債 費 比 率…公債費等の比重を示す比率です。町の一般会計の支

出のうち、義務的に支出しなければならない経費の公

債費や公債費に準じた経費を町の標準財政規模を基



本とした額で除したものの３ヵ年の平均値です。 

・ 将 来 負 担 比 率…地方債残高のほか一般会計で将来負担すべき実質的

な負債をとらえた比率です。 

 

「早期健全化基準」とは？ 

    健全化判断比率のいずれかの数値が早期健全化基準以上となった場合には、

財政健全化計画を定めなければならないという基準です。 

    財政健全化計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表するとともに、県知

事への報告が必要となります。 

    また、毎年度、実施状況を議会に報告し、公表することになります。 

 

「財政再生基準」とは？ 

    健全化判断比率のうち、①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債

費比率のいずれかが財政再生基準以上となった場合には、財政再生計画を定

めなければならないという基準です。 

    財政健全化計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表するとともに、総務

大臣への報告が必要となります。また、総務大臣の同意がなければ災害復旧事

業等を除き、地方債の起債ができなくなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２） 実質赤字比率 

 ア 一般会計の実質収支額 

（単位：千円） 

歳入総額 

 

A 

歳出総額 

 

B 

歳入歳出 

差引簿 

C(A-B) 

翌年度へ繰越

すべき財源 

D 

実 質 

収支額 

E(C-D) 

６，６７３，３１３ ６，３４４，８０１ ３２８，５１２ ２５，６７３ ３０２，８３９

 

（単位：千円） 

 

 
 
 
 

 
（単位：％） 

 ウ 実質赤字比率 ― （実質収支比率 6.6） 

 注 実質赤字額がない場合は、「－」で表示しています。 
 
 【算定方法】 
                アの E 欄（※マイナスの場合のみ） 
   実質赤字比率 ウ ＝  

イ 標準財政規模 ４，８３４，９４６

 うち、 

臨時財政対策債発行可能額
２４９，５４３

                       イ 



（３） 連結実質赤字比率 

（単位：千円） 

区      分 金  額 備   考 

 ア 一般会計の実質収支額 ３０２，８３９ （２）アのＥ欄 

 イ その他の会計の資金不足または資金

剰余額の計（①＋②＋③＋④＋⑤）   
２００，７４８

① 国民健康保険特別会計 １３１，０２８

② 老人保健特別会計 ４９，００２

③ 介護保険特別会計 １１，７０８

④ 公共下水道事業特別会計 ５，４７９

 

⑤ 農業集落排水事業特別会計 ３，５３１

 

 ウ 標準財政規模 ４，８３４，９４６
臨時財政対策債発

行可能額を含む。 

 

（単位：％） 

 エ 連結実質赤字比率 ― 
（ 連 結 実 質 収 支 比 率

10.41） 

注 連結実質赤字額がない場合は、「－」で表示しています。 

 

 

【算定方法】 
                 ［ア＋イ］（※マイナスの場合のみ） 
   連結実質赤字比率 エ ＝  
                        ウ 
 



（４） 実質公債費比率 

（単位：千円） 

 区      分 金   額 備    考 

ア 
地方債の元利償還金 

（公債費充当一般財源等額） 
８２４，８１２ ＊繰上償還金を除く。 

イ 準元利償還金 ４３５，９４７

公営企業債繰入金 

公債費に準ずる一部事務組合

等負担金 

公債費に準ずる債務負担行為 

ウ 
基準財政需要額に算入され

た公債費及び準公債費 
５９２，８４４

災害復旧費等、事業費補正 

密度補正 

エ 標準財政規模 ４，８３４，９４６
臨時財政対策債発行可能額を

含む。 

 

（単位：円） 

オ 実質公債費比率（単年度） １５．７
Ｈ17  14.5％ 

Ｈ18  16.4％ 

カ 実質公債費比率（3 ヶ年平均） １５．５  

 

 

【算定方法】 
                     ［ア＋イ］―［ウ］ 
   実質公債費比率（単年度） オ ＝  
                        エ―ウ 



（５） 将来負担比率 

（単位：千円） 

区         分 金   額 備   考 

ア 一般会計に係る地方債の現在高 ７，４７２，９０５  

イ 債務負担行為に基づく支出予定額 ５７９，６０５
国営芳賀台地土地改良事業

負担金 

ウ 

一般会計以外の特別会計に係る

地方債の償還に充てるための一般

会計からの繰入れ見込額 

３，０００，８００

公共下水道事業特別会計、

農業集落排水事業特別会計

の繰入れ見込額 

エ 
組合が起こした地方債の償還に係 

る地方公共団体の負担見込額 
６０４，６６８

芳賀地区広域行政事務組

合、芳賀郡中部環境事務組

合、芳賀中部上水道企業団 

オ 
退職手当支給予定額に係る一般

会計負担見込額 
１，４９４，０６９ 一般会計対象職員 

カ 
設立法人の負債の額等に係る一般

会計負担見込額 
３０，０００ 七井第１土地区画整理組合 

キ 連結実質赤字額 ０  

ク 
組合等の連結実質赤字額に係る

一般会計負担見込額 
０  

ケ 
地方債の償還等に充当可能な基

金の残高の合計額 
１，４５０，２１８

財政調整基金、減債基金な

ど 

コ 
地方債の償還等に充当可能な特

定の収入 
２０３，３０８

市町村総合交付金、町営住

宅使用料 

サ 

地方債の償還等に要する経費とし

て基準財政需要額に算入されるこ

とが見込まれる額 

６，４７９，７８０  

シ 標準財政規模 ４，８３４，９４６
臨時財政対策債発行可能額

を含む。 

ス 
基準財政需要額に算入された公債

費及び準公債費 
５９２，８４４  

 



 

セ 将来負担比率 １１９．０％  

 
 
【算定方法】 
              ［ア＋イ＋ウ＋エ＋オ＋カ＋キ＋ク］―［ケ＋コ＋サ］ 
  実質公債費比率 セ ＝  
                        シ―ス 
 
 
 
 
 



２ 平成１９年度決算に基づく資金不足比率 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定に

より、資金不足比率を次のとおり報告します。 

 

（１） 総括表 

（単位：％） 

法 非 適 用 企 業 

区   分 

公共下水道事業特別会計 農業集落排水事業特別会計

平成１９年度決算 

資金不足比率 
― ― 

経営健全化基準 ２０．０（※公営企業ごと） 

注 資金不足額がない場合は、「－」で表示しています。 
 
 
○ 用語の解説 

・ 資金不足比率…公営企業ごとの資金不足額の比率で、一般会計の実質収支

にあたるもので、公営企業会計における資金不足について、

公営企業の事業規模に対する比率を表したものです。 



（２）法非適用企業 

 ア 資金不足額 

（単位：千円） 

会  計  名 

歳入額 

 

Ａ 

歳出額 

 

Ｂ 

算入地方債

 

Ｃ 

資金不足額 

または資金剰余額

Ｄ（Ａ－Ｂ－Ｃ） 

公共下水道事業

特別会計 
404,623 399,144 0 5,479 

農業集落排水 

事業特別会計 
100,320 96,789 0 3,531 

注 Ｄ欄が△の場合は、資金不足額になります。 

 

 イ 事業の種類 

（単位：千円） 

会  計  名 

営業収益 

の額 

Ｅ 

受託工事 

収入の額 

Ｆ 

事業の規模

 

Ｇ（Ｅ－Ｆ） 

備   考 

公共下水道事業

特別会計 
52,775 0 52,775  

農業集落排水 

事業特別会計 
21,663 0 21,663  

 

 ウ 資金不足比率 

 

公共下水道事業特別会計 ―  （資金剰余率 10.32％） 

農業集落排水事業特別会計 ― （資金剰余率 16.30％） 

 注  資金不足がない場合は、「－」で表示しています。 
 
 
【算定方法】 
                   Ｄ（※マイナスの場合のみ） 
  資金不足比率 ウ ＝  
                        Ｇ 


